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(1) 動機：生活サービス施設の供給と立地問題は，韓

国と日本の両国において重要な政策課題の一つ

である．日本では，2014 年立地適正化計画を導入

し，都市機能誘導区域に都市機能サービス施設の

集積を誘導している（国土交通省，2018）．同様に

韓国でも生活 SOC3 箇年計画，基礎インフラ最低

基準を公表し，生活サービス施設のアクセスビリテ

ィの低い地域に施設を供給している（国土交通部，

2019）．東京とソウルのような大都市では，地方都

市に比べて，利用可能な施設が多くするが，必ず

しも生活サービスが利用できるとは限らない．また，

現在の韓国では施設種類ごとに利便性の低い地

域に施設供給しており，異なる種類の施設の利用

や地域のコミュニティの拠点の形成という観点から

の計画が必要である．本研究では，ソウル市の道

峰区を対象に，徒歩生活圏における拠点形成モデ

ルを提案し，その効果を検証することを目的とする．

(2) 方法：ソウル市の道峰区を対象とし，嚴・長谷川

（2020）の拠点配置モデルを応用するし，第一に，

現状の施設供給方式である施設別の利便性の低

い地域に新しい施設を供給する最小施設配置モ

デルとバス停を中心に既存施設を活用しながら 6
種類の施設が利用可能な拠点配置モデルの定式

化を行う．第二に，国土交通部(2019)により徒歩圏

利用施設として挙げあれている 6 種類の施設を対

象施設とし，必要な施設と立地を求める．第三に，

2 つのモデルの結果を新規施設数，同時利用施設

種類などの観点から比較し，拠点配置モデルのメリ

ットを明らかにする． 

(3) 結果：図 1 と 2 は最小施設配置と拠点配置モデル

の結果を表している．図 3 の最小施設配置の結果

を見ると，高齢者施設や子育て施設の場合，3 種

類以上の施設種類の利用が可能な施設の割合が

30%を下回ることが見られる．拠点配置モデルの結

果は，新規施設の数が多いが全体的に維持する

必要がある施設数は少ないことが読み取れる．

異なる種類の施設の利用や地域のコミュニティ

の形成から考えると拠点配置が有利である．しかし，

多くの施設の新規配置が必要であるため，将来像

として持ちながら長期的に施設の再配置を考えて

いく必要があると考えられる． 

(4) 使用したデータ：

・ 人口：統計地理情報サービス

・ 生活サービス施設：Seoul open data 等
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図 3：同時利用施設数別割合（最小配置）

図 1：最小施設配置（95％カバー） 図 2：拠点配置（95％カバー） 図 4：必要な施設数の比較
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